
決 算 報 告 書



〔一般勘定〕 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考
Ⅰ　収入
　　運営費交付金 1,242 1,242 0 110,188 110,188 0 6,715 6,715 0 2,246 2,246 0 120,391 120,391 0
　　施設整備費補助金 0 0 0 0 0 0 341 0 341 ※３ 48 48 1 389 48 342
　　自己収入 0 0 0 1,472 3,513 △ 2,041 ※１ 486 643 △ 156 ※４ 444 586 △ 142 ※５ 2,402 4,742 △ 2,340
　　受託等収入 0 0 0 0 195 △ 195 ※２ 530 548 △ 17 ※２ 0 0 0 530 743 △ 213

計 1,242 1,242 0 111,660 113,897 △ 2,237 8,072 7,905 167 2,738 2,879 △ 141 123,712 125,924 △ 2,211

Ⅱ　支出
　　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,216 1,215 1 1,216 1,215 1
　　　物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 869 869 0 869 869 0
　　　公租公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 347 346 1 347 346 1
　　業務経費 815 814 1 86,991 92,430 △ 5,439 5,688 5,588 100 0 0 0 93,494 98,832 △ 5,338
　　　戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 18,236 13,173 5,063 0 0 0 0 0 0 18,236 13,173 5,063
　　人件費 427 428 △ 1 6,433 6,315 117 1,514 1,488 26 1,473 1,465 9 9,847 9,696 151
　　施設整備費 0 0 0 0 0 0 341 0 341 ※３ 48 48 1 389 48 342
　　受託等経費 0 0 0 0 181 △ 181 ※２ 530 454 76 0 0 0 530 635 △ 105

計 1,242 1,242 1 111,660 112,100 △ 440 8,072 7,530 543 2,738 2,728 11 123,712 123,598 114

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　　開発費回収金、開発成果実施料等収入等による増
※２　　国等からの受託業務による増
※３　　翌期への繰越による減
※４　　日本科学未来館入場料収入等による増
※５　　雑収入等の増
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区分
未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 知の創造と経済・社会的価値への転換 法人共通 合計未来共創の推進と未来を創る人材の育成

 （自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）



〔文献情報提供勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　自己収入 1,702 1,822 △ 120 ※１
　　繰越金 459 1,905 △ 1,446 ※２

計 2,161 3,727 △ 1,566

Ⅱ　支出
　　一般管理費 87 44 43
　　　物件費 75 38 37 ※３
　　　公租公課 12 6 6 ※４
　　業務経費 1,259 1,144 116 ※５
　　人件費 110 87 23 ※６

計 1,456 1,274 182

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　　雑収入の増
※２　　前期よりの繰越金
※３　  経費節減による減
※４　  法人住民税等の減
※５　  抄録作成費の減
※６　　業務系人件費の減
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 （自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）



〔革新的新技術研究開発業務勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　その他の収入 32 58 △ 26

計 32 58 △ 26

Ⅱ　支出
　　一般管理費 6 6 0
　　　物件費 6 6 0
　　業務経費 14,609 12,313 2,296 ※１　
　　人件費 488 494 △ 6 ※２

計 15,103 12,813 2,290

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　　研究計画の見直しによる減
※２　　任期制職員人件費等の増
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 （自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）


